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高度成長期から安定成長期（1970 年代後半から 1990 年代初頭までの中成長期）への移行期
にあたる 1970～1975 年には、第１次ベビーブームによる団塊世代の結婚・出産により、人口増 




  1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 
全国計 90,077 94,302  99,209 104,665 111,940 117,060  121,049  
３大都市圏計 33,214 37,378  42,926 48,269 53,233 55,920  58,342  
 東京圏 15,424 17,864  21,017 24,113 27,042 28,697  30,273  
  東京都 8,037 9,684  10,869 11,408 11,674 11,618  11,829  
    特別区 6,969 8,310  8,893 8,841 8,647 8,352  8,355  
    市部 988 1,296  1,899 2,491 2,946 3,182  3,385  
 名古屋圏 6,839 7,329  8,013 8,688 9,418 9,869  10,231  
 大阪圏 10,951 12,185  13,896 15,468 16,773 17,354  17,838  
地方圏 56,863 56,924  56,283 56,396 58,707 61,140  62,707  
  1990 1995 2000 2005 2010 2015  
全国計 123,611 125,570  126,926 127,768 128,057 127,110   
３大都市圏計 60,464 61,646  62,869 64,185 65,455 65,810   
 東京圏 31,796 32,577  33,418 34,479 35,618 36,126   
  東京都 11,856 11,774  12,064 12,577 13,159 13,514   
    特別区 8,164 7,968  8,135 8,490 8,946 9,273   
    市部 3,600 3,713  3,841 3,999 4,127 4,156   
 名古屋圏 10,551 10,809  11,008 11,229 11,347 11,333  
 大阪圏 18,117 18,260  18,443 18,477 18,490 18,351   
地方圏 63,147 63,924  64,057 63,583 62,602 61,300   
増減率 
（％） 
  1950-55 1955-60 1960-65 1965-70 1970-75 1975-80 1980-85 
全国計 7.1 4.7  5.2 5.5 7.0 4.6  3.4  
３大都市圏計 13.7 12.5  14.8 12.4 10.3 5.0  4.3  
東京圏 18.2 15.8  17.7 14.7 12.1 6.1  5.5  
  東京都 28.0 20.5  12.2 5.0 2.3 -0.5  1.8  
   特別区 29.4 19.2  7.0 -0.6 -2.2 -3.4  0.0  
   市部 21.8 31.2  46.5 31.2 58.4 8.0  6.4  
名古屋圏 6.9 7.2  9.3 8.4 8.4 4.8  3.7  
大阪圏 12.2 11.3  14.0 11.3 8.4 3.5  2.8  
 大阪府 42.7 0.0  20.9 14.5 8.6 2.3  2.3  
地方圏 3.6 0.1  -1.1 0.2 4.1 4.1  2.6  
  1985-90 1990-95 1995-2000 2000-05 2005-10 2010-15  
全国計 2.1 1.6  1.1 0.7 0.2 -0.7   
３大都市圏計 3.6 2.0  2.0 2.1 2.0 0.5   
東京圏 5.0 2.5  2.6 3.2 3.3 1.4   
  東京都 0.2 -0.7  2.5 4.3 4.6 2.7   
   特別区 -2.3 -2.4  2.1 4.4 5.4 3.7   
   市部 6.4 3.1  3.4 4.1 3.2 0.7  
名古屋圏 3.1 2.4  1.8 2.0 1.1 -0.1   
大阪圏 1.6 0.8  1.0 0.2 0.1 -0.8   
 大阪府 0.8 0.7  0.1 0.1 0.5 -0.3   






出所：総務省統計局「日本統計年報」2016 年版、「平成 27 年国勢調査人口速報集計結果」、 
「東京都統計年鑑｣2013 年版をもとに筆者作成。 
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安定成長期に入ると、人口増加率は一貫した低下傾向に入るが、1975～1985 年（昭和 50 年
代）には人口増加率の低下は３大都市圏で大幅であり、３大都市圏と地方圏の伸び率格差は縮




の 6.1％の高さを示したが、大阪圏は 3.5％と地方圏を下回るようになった。 
バブル期を含む 1985～1990 年には、３大都市圏への地方圏からの流入超過が再度拡大したこ
とが影響して、地方圏の人口増加率はわずか 0.7％で停滞局面に入った。３大都市圏の人口増
加率は 5.0％の高さを示したが、大阪圏は 1.6％にとどまり、３大都市圏内の分化が進行した。 
バブル崩壊後の低成長期に入ると、1990～2010 年の 20 年間には全国計の人口増加率は 1.6％
から 0.2％へと低下した。その中で３大都市圏は 2.0％の増加率で推移し、地方圏は 2000 年代
には人口減少の局面へ移行した。３大都市圏内で東京圏の増加率は 1990～1995 年の 2.5％から
2005～2010 年の 3.3％へ上昇傾向を示した。東京圏では第２次高度成長期（1965～1970 年）以
降減少を続けてきた東京都特別区が 1995～2000 年に 2.1％の増加に転じ、2005 年～2010 年に
は 5.4％まで高まり、東京都市部（多摩地区）の 3.2％を上回るようになった。一方、名古屋圏
の増加率は 1990～1995 年には東京圏とほぼ同率の 2.4％の高さを示したが、2005～2010 年には
東京圏の 1/3の 1.1％まで低下した。大阪圏の増加率は 2000年代に入ると 0.1～0.2％まで低下、
人口停滞の局面へ入った。2000 年代、特に後半は、人口の「東京・名古屋二極集中」から「東
京一極集中」へ移行し、東京圏内では「都心回帰」が顕在化したといえる。 








－ 4 － 
は 49 都市の 8 割にあたる 39 都市で人口増加がみられるのに対して、大阪府では 33 都市のうち





人口増加自治体 人口減少自治体 人口増加自治体 人口減少自治体 
１ 千代田区（23.8） 1 国立市（-3.0） １ 吹田市（5.3） 1 門真市（-5.7） 
2 港区（18.7） 2 立川市（-2.4） 2 箕面市（2.7） 2 高石市（-5.5） 
3 中央区（14.9） 3 福生市（-2.3）  3 茨木市（1.9） 3 河内長野市（-4.8） 
４ 台東区（12.8） 4 東村山市（-2.2） 4 摂津市（1.6） 4 柏原市（-4.7） 
5 渋谷区（9.9） 5 羽村市（-2.1） ５ 豊中市（1.3） 5 富田林市（-4.6） 
６ 江東区（8.1） 6 足立区（-1.8） 6 大阪市（1.0） 6 阪南市（-4.4） 
7 文京区（6.4） 7 青梅市（-1.6） 7 和泉市（0.6） 7 羽曳野市（-4.2） 
8 品川区（5.9） 8 多摩市（-0.7） 8 泉佐野市（0.2） 8 大東市（-3.6） 
9 板橋区（4.9） 9 昭島市（-0.7）   9 松原市（-3.1） 
10 中野区（4.4） 10 八王子市（-0.6）   10 泉南市（-3.0） 
11 武蔵野市（4.3）     11 四条畷市（-2.5） 
12 荒川区（4.0）     12 守口市（-2.5） 
13 目黒区（3.6）     13 岸和田市（-2.2） 
14 墨田区（3.6）     14 泉大津市（-2.2） 
15 日野市（3.5）     15 貝塚市（-2.0） 
16 大田区（3.5）     16 交野市（-1.6） 
17 稲城市（3.3）     17 高槻市（-1.5） 
18 杉並区（2.8）     18 東大阪市（-1.4） 
19 調布市（2.7）     19 八尾市（-1.1） 
20 世田谷区（2.7）     20 池田市（-1.1） 
21 東大和市（2.5）     21 藤井寺市（-1.1） 
22 小金井市（2.3）     22 枚方市（-1.0） 
23 豊島区（2.2）     23 大阪狭山市（-0.7） 
24 新宿区（2.2）     24  堺市（-0.2） 
25 府中市（1.8）     25 寝屋川市（-0.2） 
26 武蔵村山市（17）       
27 小平市（1.7）       
28 国分寺市（1.7）       
29 西東京市(1.7）       
30 狛江市（1.7）       
31 北区（1.6）       
32 町田市（1.3）       
33 清瀬市（1.1）       
34 練馬区（0.8）       
35 三鷹市（0.6）       
36 江戸川区(0.2)       
3７ 葛飾区(0.2)       
3８ あきる野市(0.1)       
3９ 東久留米市（0.1）       
注：（ ）内は 2010-2015 年の人口増減率（％）。 















2010 年の 89,337 人を底として増加に転じ、2015 年には 98,282 人まで回復している。5 年間の
人口増加 8,945 人のうち吹田市域ニュータウンで 5,398 人、豊中市域ニュータウンで 3,547 人が
増加している2。 
国立社会保障・人口問題研究所の 2013 年３月の将来人口推計によると、東京圏の人口は 2015
～2020 年には減少に転じ、2035～2040 年のマイナス 3.3％まで減少率を高めてゆく3。転入超過
が続くことにより、東京圏の人口減少率は全国平均を下回ることから、その対全国シェアは
2010 年の 27.8％から上昇、2040 年には 30.1％と３割を超える。一方、大阪圏の対全国シェア
は 2010 年 14.4％、2025 年 14.5％、2040 年 14.4％と横ばいで推移する。2010 年を 100 とした指
数でみると、東京都は 2025 年 100.1、2040 年 93.5、大阪府は 2025 年 94.9、2040 年 84.1 となっ
ており、人口減少は大阪府で大幅である。 
これまで若年層の流入が高齢化を抑制してきた東京圏において、後期高齢者が 397 万人から




                                                     
1 千里ニュータウンにおける人口増加への転換については、町田［2012］３～４頁を参照のこと。 
2 吹田市・豊中市千里ニュータウン連絡会議［2015］３頁による。 
3 国立社会保障・人口問題研究所［2014］47 頁。 




























































55 60 65 70 75 80 85 90 95 00 05 10 14
％
３大都市圏計 東京圏 名古屋圏 大阪圏
注:人口は国勢調査年は国勢調査人口、2014年は推計人口。
出所：総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告年報｣2013年版をもとに筆者作成。






























先の 1950 年代初頭から 2010 年代初頭にかけての変化を検討し、次のような興味深いファクト・































                                                     
5 江崎［2015］６～７頁。 
6 江崎［2015］７頁。 
－ 9 － 
たものの、安定成長期に入るまではマイナスに転じてはいない。いずれも 1975～1980 年を底と
























増加数は 2007 年の 9.5 万人をピークとして、リーマン・ショックの影響による転入数の縮小に
より減少に向かったが、2011 年の 4.4 万人で底を打った（表３参照）。景気回復に伴い、2012
年 5.6 万人、2013 年 7.0 万人、2014 年 7.3 万人と増加している。東京都が 1997 年から社会増に
転じたのに対して、大阪府では 2010 まで社会減が続いたが、転出超過数は急速に縮小に向かっ
た。2011 年には 4,903 人、2012 年には 5,381 人の社会増加を示したが、現住人口比の社会増加
率は 0.06％で東京都の 0.4％前後と比較すると小幅であった。2013 年には 3,377 人に縮小し、2014













1960‐65 65‐70 70‐75 75‐80 80‐85 85‐90 90‐95 95‐2000 2000‐05 05‐10
％














2009 413,370 357,150 56,220 159,651 161,924 -2,273 
2010 396,318 347,987 48,331 151,123 154,693 -3,570 
2011 394,116 349,634 44,482 156,059 151,156 4,903 
2012 400,274 343,777 56,497 154,847 149,466 5,381 
2013 407,711 337,539 70,172 153,281 149,904 3,377 
2014 404,736 331,456 73,280 149,142 149,533 -391 
 
東京都 大阪府 


















2011 3.06 2.72 0.35 1.79 1.74 0.06 
2012 3.10 2.66 0.44 1.79 1.72 0.06 
2013 3.14 2.60 0.54 1.76 1.73 0.04 
2014 3.10 2.54 0.56 1.72 1.72 0.00 










 人口１人当たり都道府県民所得の変動係数は、高度成長期には 1955 年度の 19.3 から 1960 年
度の 23.2 へ急上昇した後、1965 年度の 19.9 に低下し、1970 年度まで 20 台という高い水準で
推移した（表４参照）。人口１人当たり都道府県民所得の対全国格差指数は、都道府県間格差が
最も拡大した 1955～1960 年度に東京都が 155 から 150 へ低下した半面、大阪府は 131 から 141
へ上昇し、東京都と大阪府の格差は縮小した。都道府県間格差がやや縮小した 1960～1970 年度
に、対全国格差指数は東京都で 150 から 146 に、大阪府で 141 から 131 へ低下した。 
－ 11 － 
 高度成長期から安定成長期への移行期である昭和 40 年代末に、人口１人当たり都道府県民所
得の変動係数（1955 年基準）は、1970 年度の 20.0 から 1973 年度 18.0、1974 年度 14.8 と大幅
に低下した。東京都の対全国格差指数は 1973 年度までは 1970 年度の水準を維持したが、1974




    １９５５ １９６０ １９６５ １９７０ １９７３ １９７４ 
    １９５５年基準 
変動係数   19.3  23.2 19.9 20.0 18.0  14.8  
対全国格差指数 東京都 154.6  150.2 150.0 146.1 145.6  138.3  
(全国平均=100） 大阪府 130.7  140.6 137.4 130.8 125.9  122.5  
    １９７５ １９８０ １９８５ １９９０ １９９５ １９９９ 
    １９９０年基準 
変動係数   13.7  14.0 15.0 17.0 13.7  12.5  
対全国格差指数 東京都 140.2  136.7 145.3 151.4 136.2  136.1 
(全国平均=100） 大阪府 121.3  120.5 109.9 113.8 110.6  107.6 
    ２００１ ２００５ ２００８ ２０１０ ２０１２   
    ２００５年基準 
変動係数   15.16 17.31 17.19 14.30 13.89 
対全国格差指数 東京都 161.8 165.2 160.8 150.2 148.8 
(全国平均=100） 大阪府 102.8 100.4 103.3 99.6 98.9 
出所：内閣府経済社会総合研究所「県民経済年報」2014 年版（CD-ROM 版）をもとに筆者作成。 
 
 
 昭和 40 年代末に始まった都道府県民所得からみた地域格差縮小の動きは昭和 50 年代後半ま
で続いており、1970 年代は所得格差縮小の時代であったといえよう。1980 年以降バブル期の
1990 年代初めまで、再び所得格差拡大の時代に入った。人口１人当たり都道府県民所得の変動
係数（1990 年基準）は、1980 年度の 14.0 から 1985 年度 15.0、1990 年度 17.0 と上昇した。東
京都の対全国格差指数は、1980 年度の 137 から 1985 年度 145、1990 年度 151 と大幅に上昇し
た。一方、大阪府の対全国格差指数は 1980 年度の 121 から 1985 年度の 110 へ低下を続け、1990
年度には 114 へ上昇したものの 1980 年度の水準まで戻っていない。安定成長期に入ってから１










係数は、1990 年度の 17.0 から 1995 年度の 13.7 へ急落し、さらに 1999 年度の 12.5 へなだらか
に低下する。東京都の対全国格差指数も、1990 年度の 145 から 1995 年度の 136 へ急落し、1999
年度の 136 へ横ばいで推移する。一方、大阪府の対全国格差指数は 1990 年度の 114 から 1995
年度 111、1999 年度 108 と低下するが、東京都と比較すると緩慢な低下を示した。 
2000 年代に入り、中国の高度経済成長に支えられた輸出主導型景気上昇の下で、地域間所得
格差の拡大局面を迎えた。人口１人当たり都の道府県民所得の変動係数（2005 年基準）は、2001
年度の 15.2 から 2005 年度の 17.3 へ急上昇し、2008 年度の 17.2 まで高い水準で推移した。東
京都の対全国格差数は 2001 年度の 162 から 2005 年度の 165 へ上昇した後、2008 年度には 161
と 2001 年度水準に戻っている。大阪府の対全国格差指数は、2001 年度の 103 から 2005 年度の
100 まで低下を続けた後、2008 年度には 103 と 2001 年度をやや上回る水準まで高まった。2000
年代に入ると、大阪府の所得は全国平均をわずかしか上回らない水準で推移しており、東京都
との格差は 1.6 倍前後にまで拡大している。 
リーマン・ショック以降景気が下降する中で、人口１人当たり都道府県民所得の変動係数は、
2008 年度の 17.2 から 2010 年度 13.7、2012 年度 13.9 と急落した。東京都の対全国格差指数も
2008 年度の 161 から 2010 年度 150、2012 年度 149 と低下しており、地域間所得格差は縮小局




３参照）。企業所得の変動係数は、2001 年度の 34.7 から 2008 年度の 42.9 へ上昇した後、2012
年度の 32.9 へ急落している。 
 
 




















年度の 9.5 から 2007 年度の 12.1 へ上昇した後低下に転じるが、2012 年度に 11.8 と 2006 年度
を上回る水準にある。2007 年度までに拡大した賃金水準の格差は、リーマン・ショック後に縮
小することなく、固定化している。東京都の対全国格差指数をみても、2001 年度の 127 から 2008
年度の 138 へ 10 ポイント以上上昇した後に低下に転じたが、2012 年度に 136 の高さを示して
いる。一方、大阪府の対全国格差指数は 2001 年度 114、2008 年度 113 と景気上昇期に高まるこ























































                                                     
7 橘木・浦河［2012］188～189 頁。 
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法人税徴収における３大都市圏のシェアは、高度経済成長の出発点の 1955 年度には 3/4 で
あったが、1960 年度には 81.6％まで高まった。約８割という３大都市圏のシェアは、以後 2013
年度まで上限を画した。高度経済成長の終点である 1970 年度には 79.2％であった３大都市圏
のシェアは、以後 1975 年度の 74.0％まで低下した後、1985 年度に 79.1％へ回復したが、1990
年度 74.8％、1995 年度 72.0％と低下した。３大都市圏のシェアが上昇するのは 1990 年代後半
からリーマン・ショックまでの時期であり、2007 年度には 81.0％まで高まった。リーマン・
ショック後小幅な低下を示すが、2013 年度には 80％の上限近くまで回復している。 
バブルのピークである 1990 年頃まで、３大都市圏のシェアの変動は主に東京圏のシェアの変
動を反映しており、大阪圏のシェアは 20％前後で安定的に推移した。バブル崩壊後、大阪圏の
シェアは 2013 年度の 14.3％まで低下した。東京圏のシェアは 1990 年代後半から急速に上昇、
リーマン・ショック前には高度経済成長期以来の 50％の上限を突破して 56.6％に達した。リー
マン・ショック以降小幅な低下を示すが、2013 年度には 56.6％に回復している。 
1990 年代後半からリーマン・ショックまでの本社の「東京集中」の加速化は、東京都管内と
大阪府管内の人口１人当たり法人税徴収額の対全国格差指数からも窺われる（図 5 参照）。東京
都の対全国格差指数は、高度経済成長の出発点である 1955 年度の 470 をピークとして、変動し
ながらも 1995 年度の 423 まで低下した。以後、急速に上昇して 2007 年には 514 に達している。
リーマン・ショック後低下したものの、2013 年度には 480 に高まっている。一方、大阪府の対
全国格差指数は 1955～1960 年度の 290 台をピークとして、1975 年度の 211 まで低下した後横
ばいで推移したが、バブル崩壊後再び低下に向かい、リーマン・ショック前には 157、リーマ
ン・ショック後は 150 まで落ち込んでいる。 
 表５は、2015 年度専修大学社会科学研究所春季実態調査においてレクチュアを受けた大阪府
－ 16 － 
商工労働部産業経済リサーチセンター（大阪府立産業開発研究所が前身）が独自の基準で作成
した府内における資本金 100 億円以上企業の本社数の推移であり、大変有益なデータである。 
大阪に本社を置く資本金 100 億円以上企業の本社数（第Ⅰ分類企業～第Ⅲ分類企業小計）は、
1984 年の 76 社から 1999 年の 156 社まで増資などによって増加している。ただし第Ⅳ分類企業
（大阪に本社を置いていたが、現在は置いていない企業）が、1989 年の２社から 1999 年の７
社に増加しており、1990 年代後半に本社の東京などへの移転が進行したことが窺われる。2000
年代にはいると、第Ⅰ分類企業（大阪府のみに本社を置く企業）と第Ⅱ分類企業（複数本社制
を採用し、大阪府に主たる本社を置く企業）を中心に大阪府に本社を置く企業が 1999 年の 156
社から 2014 年の 108 社まで減少している。一方、第Ⅳ分類企業は 1999 年の７社から 2014 年の
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1984 47 22 7 76 - 
1989 88 41 11 140 2 
1994 91 49 12 152 2 
1999 92 51 12 156 7 
2004 75 45 17 137 17 
2009 72 36 11 119 31 
2014 69 30 9 108 39 
注：第Ⅰ分類（単独本社企業）…大阪府にのみ本社を置く企業 
  第Ⅱ分類（複数本社企業［主］）…複数本社制を採用し、大阪府に主たる本社 
   を置く企業 
  第Ⅲ分類（複数本社企業［従］）…複数本社制を採用し、大阪府以外の都府県 
   に主たる本社を置く企業 
  第Ⅳ分類（元大阪本社企業）…1984 年以降のいずれかの調査時点に大阪府に 








































 表６は、総務省統計局「平成 24 年経済センサス活動調査」をもとに、東京都と大阪府の第３
次従業就業者の対全国シェア（2012 年）を業種別に比較したものである。東京都と大阪府の対
全国シェアは、おおむね２対１となっている業種が多いが、東京都の比率は情報通信業で 47.8%
（大阪府 9.1％）と際立って高く、金融・保険業 24.8％（大阪府 7.6％）と学術研究、専門技術
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－ 19 － 
表６ 東京都と大阪府の第 3次産業従業者数における対全国シェア－2012 年－ 
実  数 
(人） 
  東京都 大阪府 全国計 
電気・ガス・熱供給・水道業 28,883 14,795  193,268  
情報通信業 652,753 124,798  1,364,659  
  通信業、放送業、映像・音声・文字情報制作業 190,843 42,925  436,537  
  情報サービス業、インターネット附随サービス業 461,910 81,873  928,122  
運輸業、郵便業 391,667 228,041  2,813,651  
卸売業、小売業 1,571,192 798,047  9,696,272  
金融業、保険業 361,747 110,660  1,459,210  
不動産業、物品賃貸業 274,402 119,936  1,195,753  
学術研究、専門・技術サービス業 330,705 111,233  1,403,961  
宿泊業、飲食サービス業 576,878 289,113  3,954,420  
生活関連サービス業、娯楽業 245,277 123,609  1,879,275  
教育、学習支援業 259,126 101,916  1,389,524  
医療、福祉 506,340 382,703  5,079,536  
複合サービス事業 19,628 12,952  334,809  
サービス業（他に分類されないもの） 731,534 312,996  3,717,220  




電気・ガス・熱供給・水道業 14.9 7.7  100.0  
情報通信業 47.8 9.1  100.0  
  通信業、放送業、映像・音声・文字情報制作業 43.7 9.8  100.0  
  情報サービス業、インターネット附随サービス業 49.8 8.8  100.0  
運輸業、郵便業 13.9 8.1  100.0  
卸売業、小売業 16.2 8.2  100.0  
金融業、保険業 24.8 7.6  100.0  
不動産業、物品賃貸業 22.9 10.0  100.0  
学術研究、専門・技術サービス業 23.6 7.9  100.0  
宿泊業、飲食サービス業 14.6 7.3  100.0  
生活関連サービス業、娯楽業 13.1 6.6  100.0  
教育、学習支援業 18.6 7.3  100.0  
医療、福祉 10.0 7.5  100.0  
複合サービス事業 5.9 3.9  100.0  
サービス業（他に分類されないもの） 19.7 8.4  100.0  
出所：総務省統計局「平成 24 年経済センサス活動調査」をもとに筆者作成。 
 











表７ 情報サービス産業の契約先産業別年間売上高－2014 年、事業従事者５人以上の事業所－ 
百万円/％ 
  全産業 製造業 金融業、 情報通信業 同業者 その他 
        保険業       
ソフトウェア業 
  10,088,605 2,174,822 1,445,085 967,469 2,358,450 3,142,779 
全国計 [100.0] [21.6] [14.3] [9.6] [23.4] [31.2] 
  (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
東京都 5,639,314 945,415 1,084,247 598,798 1,086,582 1,924,272 
  (55.9) (43.4) (75.0) (61.9) (46.1) (61.2) 
大阪府 788,758 189,455 99,903 84,091 177,412 237,897 
  (7.8) (8.7) (6.9) (8.7) (7.5) (7.6) 
情報処理・提供 
サービス業 
  4,665,296 827,081 1,091,406 507,697 516,046 1,723,066 
全国計 [100.0] [17.7] [23.4] [10.9] [11.1] [36.9] 
  (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
東京都 3,095,724 623,110 820,615 344,015 317,994 989,990 
  (66.4) (75.3) (75.2) (67.8) (61.6) (57.5) 
大阪府 325,108 58,808 47,803 51,288 36,533 130,676 
  (7.0) (7.1) (4.4) (10.1) (7.1) (7.6) 
注：１） [  ]内は年間売上高の契約先産業別構成比。（   ）内は対全国シェア。 
  ２） ソフトウェア業の年間売上高は、合計から「その他の業務」を控除した「ソフトウェア業務」の年間売上高。 
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全国計 107.1 19.0 9.0 135.1  
関西２府７県 13.2 3.8 0.9 17.9  
東京都 3.4 0.5 5.3 9.2  
愛知県 26.0 1.2 0.4 27.6  




全国計 100.0 100.0 100.0 100.0  
関西２府７県 12.3 20.0 10.0 13.2  
東京都 3.2 2.6 58.9 6.8  
愛知県 24.3 6.3 4.4 20.4  
大阪府 2.9 2.1 6.7 3.0  
出所：大阪府立産業開発研究所（現・大阪府大阪産業経済リサーチセンター） 
   松下 隆『関西・大阪における組込みシステム産業に関する調査報告』（第３ 













三重県、徳島県）の産業規模（売上高）は 17.9 兆円（対全国シェア 13.2％）、大阪府の産業規
－ 22 － 
模は 4.1 兆円（対全国シェア 3.0％）とした（表８参照）。組込みソフトウェアだけをとると、
調査時点では東京都のシェアは 58.9％と圧倒的に高く、関西２府７県のシェアは 10.0％、大阪
府は 6.7％にすぎなかった。関西の組込みソフトウェア業は、最終製品分野として工業制御・
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  製造品出荷額等（10 億円） 
  大阪府 愛知県 全国計 
  2002 2007 2013 2002 2007 2013 2002 2007 2013 
製造業計 15,797 17,961 16,024 34,525 47,483 42,002 269,362 336,757 292,092 
生活関連型産業 3,218 2,808 2,496 3,558 3,552 3,217 53,609 53,031 49,529 
基礎素材型産業 7,334 8,979 8,536 7,560 10,861 9,249 92,686 123,942 115,441 
  化学工業 2,258 2,267 1,988 875 1,252 1,105 22,748 28,293 27,409 
  鉄鋼業 876 1,604 1,334 1,558 2,905 2,437 10,963 21,192 17,905 
加工組立型産業 5,245 6,174 4,993 23,407 33,069 29,535 123,066 159,784 127,123 
  輸送用機器製造業 694 943 1,060 17,259 24,336 23,091 47,997 63,910 58,203 
  ３類型別構成比(2013) 増減率（％） 
  
大阪府 愛知県 全国計 
大阪府 愛知県 全国計 
  02～07 07～13 02～07 07～13 02～07 07～13 
製造業計 100.0 100.0 100.0 13.7 -10.8 37.5 -11.5 25.0 -13.3 
生活関連型産業 15.6 7.7 17.0 -12.7 -11.1 -0.2 -9.4 -1.1 -6.6 
基礎素材型産業 53.3 22.0 39.5 22.4 -4.9 43.7 -14.8 33.7 -6.9 
  化学工業 12.4 2.6 9.4 0.4 -12.3 43.1 -11.7 24.4 -3.1 
  鉄鋼業 8.3 5.8 6.1 83.1 -16.8 86.5 -16.1 93.3 -15.5 
加工組立型産業 31.2 70.4 43.5 17.7 -19.1 41.3 -10.7 29.8 -20.4 
  輸送用機器製造業 6.6 55.0 19.9 35.9 12.4 41.0 -5.1 33.2 -8.9 




と全国計（31.4％）を大幅に上回っている（表 10 参照）。2002～2007 年に製造業従業者数は全








表 10 製造業従業者数の産業３類型別内訳 
  製造業従業者数（人） 
  大阪府 愛知県 全国計 
  2002 2007 2013 2002 2007 2013 2002 2007 2013 
製造業計 561,771 532,460 450,409 792,304 876,351 789,092 8,323,589 8,518,545 7,402,984 
生活関連型産業 158,770 137,766 117,341 151,161 140,439 123,087 2,431,312 2,246,942 2,029,557 
基礎素材型産業 224,425 217,133 186,991 228,589 238,896 211,800 2,616,063 2,655,335 2,326,476 
  化学工業 39,519 35,209 31,206 16,502 16,278 12,790 353,980 356,738 339,708 
  鉄鋼業 19,517 20,576 19,447 27,386 30,560 30,147 209,087 228,860 216,280 
加工組立型産業 178,576 177,561 146,077 412,554 497,016 454,205 3,276,214 3,616,268 3,046,951 
  輸送用機器製造業 24,289 25,581 23,913 231,044 301,225 287,689 853,472 1,050,334 966,741 
  ３類型別構成比(2013) 増減率（％） 
  大阪府 愛知県 全国計 大阪府 愛知県 全国計 
  02～07 07～13 02～07 07～13 02～07 07～13 
製造業計 100.0 100.0 100.0 -5.2 -15.4 10.6 -10.0 2.3 -13.1 
生活関連型産業 26.1 15.6 27.4 -13.2 -14.8 -7.1 -12.4 -7.6 -9.7 
基礎素材型産業 41.5 26.8 31.4 -3.2 -13.9 4.5 -11.3 1.5 -12.4 
  化学工業 6.9 1.6 4.6 -10.9 -11.4 -1.4 -21.4 0.8 -4.8 
  鉄鋼業 4.3 3.8 2.9 -5.4 -5.5 11.6 -1.4 9.5 -5.5 
加工組立型産業 32.4 57.4 41.2 -0.6 -17.7 20.5 -8.6 10.4 -15.7 
  輸送用機器製造業 5.3 35.5 13.1 5.3 -6.5 30.4 -4.5 23.1 -8.0 
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て従業地ベースで課税される給与所得税以上に消費税の徴収は、「東京集中型」となるのである。 
 2013 年度における地方税の３大都市圏への集中度をみると 58.5％で人口集中度（51.2％）を
上回っており、偏在している（表 11 参照）。人口１人当たり税収の対全国格差指数をみると、
東京都は国税の480には及ばないが、地方税においても170という突出した高さを示している。
大阪府は国税では 151 と東京都に次いで高いが、地方税では 106 と全国平均とあまり差がない
水準にとどまっている。 
 
表 11 地方税の税目別集中度－2013 年度－ 
  対全国シェア（％） 対全国格差指数 
  全国計 ３大都市 東京圏 大阪圏 全国計 東京都 大阪府 
  圏計 東京都
国税計 100.0 72.9 50.5 39.3 13.8 100 480 151 
地方税計 100.0 58.5 34.8 14.2 17.5 100 170 106 
道府県税 100.0 56.9 33.5 16.9 13.7 100 165 102 
 個人道府県民税 100.0 61.5 37.5 17.0 14.3 100 165 98 
 法人道府県民税 100.0 64.7 41.6 29.3 14.4 100 285 135 
 法人事業税 100.0 62.0 38.4 25.4 13.9 100 248 122 
 地方消費税（清算後） 100.0 53.8 30.4 14.8 14.3 100 144 108 
 自動車税 100.0 46.4 23.4 6.9 11.7 100 67 74 
市町村税 100.0 59.6 35.7 17.9 14.5 100 170 106 
  個人市町村民税 100.0 60.7 37.3 16.4 14.0 100 160 95 
  法人市町村民税 100.0 64.8 42.6 29.9 14.1 100 291 127 
  固定資産税 100.0 57.2 33.0 16.2 14.4 100 158 106 
   土地 100.0 63.6 39.0 21.0 14.8 100 204 111 
   家屋 100.0 54.7 30.5 14.0 14.8 100 136 111 
   償却資産 100.0 49.3 25.6 10.6 12.6 100 103 82 
注：１）対全国格差指数は人口１人当たり税収の全国平均を 100 とする指数。 










－ 26 － 




指数は 285 に達する。法人事業税は資本金１億円以上の大企業について税負担の 1/4 について

























                                                     
14 外形標準課税のうち、付加価値割は所得割と比較すると３大都市圏への集中度は低いが、その偏在是正
効果は東京都への集中度が高い資本割により大幅に弱められている。 





土地 16.4％、家屋 17.7％、償却資産 7.7％）が首座を占め、これに目的税としての都市計画税








中度は 63.6％と個人市町村民税を上回り、東京都の対全国格差指数は 204 に達している。「普
遍性」に富むのは純固定資産税・家屋であり、３大都市圏への集中度は 54.7％と道府県税の地
方消費税（清算後）に近い。東京都の対全国格差指数は他の税目よりは低いものの、オフィス





で最も高く、個人市町村民税が 21.5 でこれに次ぎ、固定資産税は 16.７で低い。ただし純固定
資産税の内訳をみると、家屋は 12.5 と低いものの、土地（29.7）とならんで償却資産も 25.3
と高い。対全国格差指数をみると、福井県（172）、福島県（149）といった原子力発電所集中立
地地域が際立って高く、現在は凋落して台湾企業の傘下に入ったシャープの亀山工場（大型液
晶パネル製造）が立地する三重県が 165 と第 2 位を占めていた。 
電気供給業の法人事業税は所得割でなく収入割であり、分割基準は固定資産の価額とされて
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税体系の変化である。法人二税の構成比は、バブルのピークである 1989 年度には 49.9％（う
ち法人事業税 42.9％）、1990 年度に 46.6％（うち法人事業税が 40.2％）と圧倒的割合を占めた。
バブル崩壊後の長期不況により、1995 年度には法人二税の構成比は 36.2％（うち法人事業税
30.4％）へピークより 10 ポイント低下した。法人二税の構成比は 2000 年度は 30.4％（うち法
人事業税 25.1％）へ一段と低下した。一方、1997 年度に消費譲与税に代わって新設された地方
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への構成変化は、道府県税の偏在度低下に寄与した。 
 第２は「三位一体の改革」の中心となる 2007 年度における所得税から個人住民税・所得割へ
の税源移譲である。税源移譲の地方税偏在への影響は、税体系における個人住民税のウエイト
の上昇と比例税率化の二つの側面で現れた。税体系を通じた影響が大きいのは、税源移譲の主
な受け皿となった道府県税であり、2006 年度から 2008 年度にかけて所得割の構成比が 14.9％
から 26.9％に高まる一方、景気上昇に伴い 39.8％（うち法人事業税 32.9％）まで回復していた
法人二税の構成比は 34.9％（うち法人事業税 29.0％）まで低下した。2007 年度における都道府







受けた。その結果、個人市町村民税の変動係数は 2006 年度の 29.4 から 2007 年度の 24.7 へ急
落しており、偏在度は低下した。２％と３％の２段階税率から４％の比例税率へ変更された個











ついては、工場の従業者数は 1.5 倍に割増しすることとした。 
非製造業については、規模の利益を追求する側面に強い製造業とは異なり、それぞれの事務
所が生産・消費の面においてその規模に関係なく受益を受けている部分が大きいとして、2006
年度から非製造業については 1/2 を事務所等の数、1/2 を従業者数の数とする分割基準に改め
た。併せて法人の納税事務の負担軽減の見地から、本社管理部門の従業者数の 1/2 割落し措置
－ 30 － 
は製造業・非製造業とも廃止された。この分割基準見直しによる東京都の減収を総務省は 600










第４は税の偏在是正を直接の狙いとした法人事業税の一部地方譲与化である。2008 年 10 月
１日より法人事業税（道府県税）の４割以上を国税化（「地方法人特別税」）し、地方譲与税（「地
方法人特別譲与税」）として都道府県へ配分（1⁄2 人口、1⁄2 従業者数）することした。リーマ







響額実績は、東京都マイナス 1,906 億円、愛知県マイナス 275 億円、大阪府マイナス 221 億円
である。道府県税体系をみると、リーマン・ショック後の世界同時不況の影響も重なって、法
人事業税は2007年度の5兆6,077億円から2009年度の２兆7,011億円へ半減し、構成比は30.0％




                                                     
16 地方税務研究会［2014］37 頁。 


















2000 年代に加速化した「東京一極集中」に対して、安倍政権は 2014 年９月に地方創生本部
を設置、同年 11 月に地方創生法等の施行して、是正を進めるかのような姿勢を示した。2015











                                                     
17 日本の「垂直型」国土構造については、中村剛治郎［2004］149～150 頁による。 
18 藤本［2015］27 頁。 




3 港）の機能強化は 8.8％増額されている。首都圏空港の機能強化も 3.5％増額されている。 
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